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合併に係る事後開示書類 
 

当社は、2020 年 12 月 31 日を効力発生日として、株式会社北陸印刷資材センターを吸収

合併したことに伴い、会社法第 801 条第 1 項及び会社法施行規則第 200 条の定めに従い、

下記のとおり吸収合併契約等の内容その他法務省令に定める事項を記載した書面を備え置

くこととします。 

 

1． 吸収合併が効力を生じた日 

 2020 年 12 月 31 日 

2． 吸収合併の差止請求の手続の経過 

 会社法第 796 条第２項の規定に基づく簡易合併であるため、当社は吸収合併の差止請

求に係る手続は行っておりません。また、吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であ

ったため吸収合併の差止請求に係る手続は行っておりません。 

3． 反対株主買取請求の手続の経過 

 会社法第 796 条第２項の規定に基づく簡易合併であるため、当社は反対株主買取請求

に係る手続は行っておりません。また、吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であっ

たため反対株主買取請求に係る手続は行っておりません。 

4． 債権者異議手続の経過 

 当社は、2020 年 11 月 25 日付の官報により公告を行うとともに、同日付で電子公告

を行いましたが、異議申述期間の満了日である 2020 年 12 月 25 日までに異議を述べた

債権者はありませんでした。また、吸収合併消滅会社は、2020 年 11 月 25 日付の官報

により公告を行うとともに、2020 年 11 月 20 日付で知れている債権者に対してこれを

催告しましたが、異議申述期間の満了日である 2020 年 12 月 25 日までに異議を述べた

債権者はありませんでした。 

5． 吸収合併消滅会社における新株予約権買取請求手続の経過 

 吸収合併消滅会社は新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。 

6． 吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 

 当社は効力発生日をもって、吸収合併消滅会社の資産、負債及びその他の権利義務の

一切を承継しました。 

7． 会社法第 782 条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた事前開示書面 

 別添のとおりです。 

8． 会社法第 921 条に基づく吸収合併による変更の登記をした日 

   2021 年１月８日（予定） 

9． その他吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

以上 
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日 時

2020年６月19日（金曜日）午前10時
（受付開始時刻：午前９時）

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください｡）

場 所

東京都豊島区西池袋一丁目６番１号
ホテルメトロポリタン４階「桜」の間

証券コード4636

第78回
定時株主総会招集ご通知

当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット
により議決権を行使することができますので、2020年
６月18日（木曜日）午後５時までに議決権を行使して
くださいますようお願い申し上げます。

合併に係る事前開示書類　別添2
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（提供書面）
　
事業報告 （2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　
1. 企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度の当社グループを取り巻く経済環境は、わが国経済は政府や日本銀行の各種政策の効果
により景気は緩やかな回復基調で推移しておりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により足下で
大幅に下押しされており、厳しい状況にあります。アジア地域につきましては、新型コロナウイルス感染
症の影響により、中国では経済活動の大幅な縮小が生じており、足下で景気は減速しております。また、
その他アジア地域については、経済活動が抑制されており、景気が下押しされております。
印刷インキの需要先であります印刷業界におきましては、先進国市場ではＩＴ化の進展により紙媒体需
要の減少が継続しており、出版印刷は依然として減少傾向にありますが、商業印刷は横這いで推移してお
ります。パッケージ印刷については全体的に堅調に推移しており、環境対応に関連する需要の増加は続い
ております。
特殊ＵＶインキに関連する液晶ディスプレイ市場におきましては、パネルの数量的な伸長はみられたも
のの、需要を超える過剰供給が市場価格の大幅な低下を引き起こし、関連材料に対しても価格重視の要求
が一段と強まりました。
このような経営環境の中で、当社の経営理念でありますＴ＆Ｋ（Technology and Kindness＝技術と
真心）の精神に則り、ユーザーニーズに耳を傾け、ユーザーの真に役立つ製品の開発・供給に注力し、よ
りきめ細かいサービスに努めてまいりました。
この結果、当連結会計年度の売上高は、紙媒体のデジタルシフト化による印刷市場の縮小が進み他社と
の競合が激化し平版インキ及び特殊ＵＶインキの販売が減少したことにより、482億17百万円（前年同期
比2.9％減）となりました。利益面におきましては、販売費及び一般管理費が減少しましたが、中国の環
境規制強化による化学品の供給量減少等の影響による原材料価格の高止まりにより、営業利益は５億46百
万円（前年同期比48.3％増）となりました。経常利益は、持分法による投資利益６億95百万円を計上し
たことにより、12億93百万円（前年同期比18.1％増）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益
は、関係会社株式売却益67百万円、固定資産除却損２百万円、減損損失８億31百万円、法人税等３億49
百万円を計上したことにより、１億58百万円（前年同期比74.8％減）となりました。

　
売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

48,217百万円
前年同期比2.9％減

546百万円
前年同期比48.3％増

1,293百万円
前年同期比18.1％増

158百万円
前年同期比74.8％減
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　セグメント別の業績は、次のとおりであります。
　なお、セグメント別の売上高及び営業利益はセグメント間の内部取引消去前の金額によっております。
（ア）印刷インキ
売上高は482億10百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益は５億31百万円（前年同期比50.9％増）と
なりました。
（イ）その他
売上高は43百万円（前年同期比14.1％減）、営業利益は６百万円（前年同期比17.3％減）となりまし
た。

　
② 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資額は、33億４百万円でした。その主なものは、埼玉工場生産設備４億円及び
浙江迪克東華精細化工有限公司の工場建設等13億98百万円であります。

　
③ 資金調達の状況
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額50億円の貸出コミットメント契
約を締結しております。なお、当期末において、当該契約に基づく実行残高は31億円であります。

　
④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

　
⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

　
⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

　
⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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営業利益売上高 （単位：百万円） 経常利益

第75期 第76期 第77期 第78期

（単位：百万円） （単位：百万円）

１株当たり当期純利益親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円） 総資産／純資産（単位：円） （単位：百万円）

48,030

第75期 第76期 第77期 第78期

3,203

第75期 第76期 第77期 第78期

132.60

第75期 第76期 第77期 第78期

60,021

43,227

第75期 第76期 第77期 第78期

2,427

第75期 第76期 第77期 第78期

3,17547,942

2,047 87.16

45,420

1,911
2,659

66,987

49,638

44,293

368
1,095

65,888

627 26.71

48,217

42,957

546
1,293

67,950

158 6.74

（2）財産及び損益の状況
　当連結会計年度ならびに過去３期の財産及び損益の状況の推移は、次のとおりであります。
① 企業集団の財産及び損益の状況

　

区 分 第75期
（2017年３月期）

第76期
（2018年３月期）

第77期
（2019年３月期）

第78期
（当連結会計年度）
（2020年３月期）

売上高（百万円） 48,030 47,942 49,638 48,217
営業利益（百万円） 2,427 1,911 368 546
経常利益（百万円） 3,175 2,659 1,095 1,293
親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円） 3,203 2,047 627 158

１株当たり当期純利益（円） 132.60 87.16 26.71 6.74
総資産（百万円） 60,021 66,987 65,888 67,950
純資産（百万円） 43,227 45,420 44,293 42,957

　

（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき、算出しております。
2. 第75期の親会社株主に帰属する当期純利益は、固定資産売却益10億80百万円を計上したことにより増益となっておりま
す。

3. 第76期の親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に固定資産売却益10億80百万円を計上したことにより減益
となっております。

4. 第77期の親会社株主に帰属する当期純利益は、中国の環境規制強化による化学品の供給量減少等の影響で原材料価格が上
昇したこと等により減益となっております。

5. 第78期の親会社株主に帰属する当期純利益は、減損損失8億31百万円を計上したことにより減益となっております。
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営業利益売上高 （単位：百万円） 経常利益又は経常損失（△）

第75期 第76期 第77期 第78期

（単位：百万円） （単位：百万円）

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

当期純利益又は当期純損失（△）（単位：百万円） 総資産／純資産
（単位：円）

（単位：百万円）

40,347

第75期 第76期 第77期 第78期

2,222

第75期 第76期 第77期 第78期

91.98

第75期 第76期 第77期 第78期

48,051

33,895

第75期 第76期 第77期 第78期

1,484

第75期 第76期 第77期 第78期

1,88740,513

1,354 57.67

51,871

34,609

1,230

1,743
40,989

642 27.33

52,055

34,123

565

877

38,949

53,718

32,170

556

△925 △39.37

△386

② 当社の財産及び損益の状況
　

区 分 第75期
（2017年３月期）

第76期
（2018年３月期）

第77期
（2019年３月期）

第78期
（当事業年度）
（2020年３月期）

売上高（百万円） 40,347 40,513 40,989 38,949

営業利益（百万円） 1,484 1,230 565 556
経常利益又は
経常損失（△）（百万円） 1,887 1,743 877 △386
当期純利益又は
当期純損失（△）（百万円） 2,222 1,354 642 △925
１株当たり当期純利益又は１株当
たり当期純損失（△）（円） 91.98 57.67 27.33 △39.37

総資産（百万円） 48,051 51,871 52,055 53,718

純資産（百万円） 33,895 34,609 34,123 32,170
　

（注）1. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数に基づき、算出しております。
2. 第75期の当期純利益は、前事業年度より販売費及び一般管理費が１億94百万円増加したこと、受取利息及び受取配当金が
３億２百万円減少したものの、固定資産売却益10億75百万円を計上したことにより増益となっております。

3. 第76期の当期純利益は、前事業年度に固定資産売却益10億75百万円を計上したことにより減益となっております。
4. 第77期の当期純利益は、中国の環境規制強化による化学品の供給量減少等の影響で原材料価格が上昇したこと等により減
益となっております。

5. 第78期の当期純損失は、前事業年度より受取利息及び配当金が５億29百万円増加したこと、関係会社株式売却益２億39百
万円を計上したものの、貸倒引当金繰入額16億26百万円、関係会社株式評価損５億10百万円を計上したことによります。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

ミヨシ産業株式会社 30百万円 100.0％ 産業廃棄物処理

東北東華色素株式会社 40百万円 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

株式会社北陸印刷資材センター 10百万円 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

東華油墨国際（香港）有限公司 61百万香港ドル 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

韓国特殊インキ工業株式会社 1,132百万ウォン 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

株式会社チマニートオカ 112,968百万ルピア 72.6％ 各種印刷用インキの製造販売

トオカ（タイランド）株式会社 2百万バーツ 49.0％ 各種印刷用インキの製造販売
Royal Dutch Printing Ink
Factories Van Son B.V. 195千ユーロ 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売
Van Son Holland Ink
Corporation of America 0千米ドル －

(100.0
％
％) 各種印刷用インキの製造販売

浙江迪克東華精細化工有限公司 134百万元 100.0％ ファインケミカル製品の製造
販売

T&K TOKA U.S.A., INC. 3,200千米ドル 100.0％ 各種印刷用インキの販売

Midwest Ink Co. 50千米ドル －
(100.0

％
％) 各種印刷用インキの製造販売

（注） ( )内の数字は、間接所有持分であります。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、2021年３月期を最終年度とする中期経営計画「With You toward 2020」を策定し

ております。
当社グループを取り巻く事業環境は、“情報媒体印刷の縮小”、“成熟国市場の縮小”、“巨大メーカーの寡

占化”、“普及品の低価格化” 等の変化の只中にあります。
これらに対し、“欧米市場への本格進出”、“付加価値品への注力”、“規模拡大スピードアップ”、“部門/グ

ループ総力化と効率化” で対応するというのがこの中期経営計画の内容となります。
中期経営計画最終年度となる2021年３月期は、売上高の計画値達成は困難な状況であるものの、当連結

会計年度に引き続き、グローバル展開の加速、付加価値訴求の強力推進ならびにコスト削減・効率化の追求
を継続して推進し、次期中期経営計画に繋がる改革を着実に実施してまいります。
グローバル展開の加速のうち、ヨーロッパ地域では株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡとRoyal Dutch Printing

Ink Factories Van Son B.V.の統合された商流を活用し、新設計省電力ＵＶインキのプロモーションの強
化をおこないます。また、Royal Dutch Printing Ink Factories Van Son B.V.における枚葉インキの品
質管理水準の引き上げと増産を進め、Royal Dutch Printing Ink Factories Van Son B.V.の売上高・生
産量・収益性の向上を更に強力に推進いたします。北米地域ではT&K TOKA U.S.A., INC.が中心となり
Van Son Holland Ink Corporation of America、Midwest Ink Co.による省電力ＵＶインキの拡販を
中心とする成長戦略を進めてまいります。その他のエリアとしてＡＳＥＡＮ・南インドでは販売体制を再編
することにより株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡのエリア統括機能を強化し、既存事業の収益基盤拡充を継続的に
進めてまいります。
日本における付加価値品への注力につきましては、技術並びに営業部門リソースの省電力ＵＶインキと
“キレイナ” への重点的な投入と、組織効率を向上させ印刷インキ事業の運営管理体制の強化を行ってまい
ります。
コスト削減・効率化の追求につきましては、前期に引き続き生産・技術部門が一体となったトータルコス

トダウンを進めるほか、赤字製品群の削減を継続的に行ってまいります。
研究開発につきましては、前期に引き続き国内外の大学および研究機関との共同開発を進め、新素材開発

の取り組みを加速させます。また、原材料産地として中国への依存度が高い状態の改善については、他産地
原材料の採用検討を進め安定供給の確保を図ります。生産体制の強化につきましては、浙江迪克東華精細化
工の新工場稼働開始を着実に行ってまいります。

（5）主要な事業内容（2020年３月31日現在）
　当社グループの事業セグメントは次のとおりであります。
1）印刷インキ
印刷インキ（オフセットインキ・グラビアインキ等）、印刷機及び印刷関連機材（ブランケット等）、合
成樹脂、ファインケミカル製品等の販売を行っております。

2）その他
各種産業廃棄物の焼却処理及び生命・損害保険代理業を行っております。
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（6）主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）
① 当社の主要な事業所
本 社：埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢283番地１
事 業 所：滋賀事業所（滋賀県草津市）
支 店：千葉支店（千葉県野田市） ・名古屋支店（愛知県小牧市）

　京滋支店（滋賀県草津市） ・大阪支店（大阪府東大阪市）
　兵庫支店（兵庫県明石市） ・広島支店（広島県広島市）
　福岡支店（福岡県糟屋郡）

② 子会社
ミヨシ産業株式会社 ：埼玉県入間郡
東北東華色素株式会社 ：宮城県仙台市
株式会社北陸印刷資材センター ：石川県金沢市
株式会社チマニートオカ ：インドネシア共和国西部ジャワ州ボゴール県
東華油墨国際（香港）有限公司 ：中華人民共和国香港
韓国特殊インキ工業株式会社 ：大韓民国仁川広域市
トオカ（タイランド）株式会社 ：タイ王国サムットプラカーン県
Royal Dutch Printing Ink Factories Van Son B.V. ：オランダ王国ヒルフェルスム
Van Son Holland Ink Corporation of America：アメリカ合衆国ニューヨーク州
浙江迪克東華精細化工有限公司：中華人民共和国浙江省嘉興市
T&K TOKA U.S.A., INC. ：アメリカ合衆国イリノイ州
Midwest Ink Co. ：アメリカ合衆国イリノイ州
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（7）従業員の状況（2020年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

　

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,297名 （58名） 1,293名 （61名）
　

（注） 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
　
② 当社の使用人の状況

　

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
739名 （47名） 13名減 （増減無し） 38.4歳 14.3年

　

（注） 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
　
（8）主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

　

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほフィナンシャルグループ 9,157百万円

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2. 会社の現況
（1）株式の状況（2020年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 60,000,000株
② 発行済株式の総数 25,055,440株
③ 株主数 8,163名
④ 大株主（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 持株比率

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニー レギュラーアカウント 1,468千株 6.25％

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライスド ストツク フアンド
（プリンシパル オールセクター サブポートフオリオ） 1,322千株 5.62％

有限会社コウシビ 1,051千株 4.47％

株式会社みずほ銀行 988千株 4.20％

Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ社員持株会 957千株 4.08％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 895千株 3.81％

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５３０３ 842千株 3.58％

明治安田生命保険相互会社 756千株 3.22％

上田 美香子 750千株 3.19％

増田 安土 741千株 3.16％
　

（注）1. 当社は、自己株式を1,550,105株所有していますが、上記大株主からは除外しています。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
3. 株式会社みずほ銀行の株式数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式987千株を

含んでおります。なお、株主名簿上の名義は「みずほ信託銀行株式会社退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資
産管理サービス信託銀行株式会社」であります。

4. 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。
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（2）新株予約権等の状況
① 新株予約権の数と概要
発行回次

（発行決議の日）
新株予約権
の 数

目的となる株式
の 種 類 及び数 発行価額 権利行使価額 権利行使期間

第１回新株予約権
（2013年６月21日） 146個 普通株式

29,200株(注) 175,800円 １円／株 2013年７月９日から
2043年７月８日まで

第２回新株予約権
（2014年６月20日） 181個 普通株式

36,200株(注) 175,800円 １円／株 2014年７月９日から
2044年７月８日まで

第３回新株予約権
（2015年６月19日） 181個 普通株式

36,200株(注) 182,000円 １円／株 2015年７月８日から
2045年７月７日まで

第４回新株予約権
（2016年６月17日） 181個 普通株式

36,200株(注) 110,800円 １円／株 2016年７月６日から
2046年７月５日まで

第５回新株予約権
（2017年６月22日） 154個 普通株式

30,800株 182,000円 １円／株 2017年７月11日から
2047年７月10日まで

第６回新株予約権
（2018年６月21日） 154個 普通株式

30,800株 177,200円 １円／株 2018年７月11日から
2048年７月10日まで

第７回新株予約権
（2019年６月20日） 154個 普通株式

30,800株 126,000円 １円／株 2019年７月10日から
2049年７月９日まで

（注） 当社は2016年１月１日付で１株を２株に株式分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数を調整して
おります。

② 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2020年３月31日現在）
発行回次

（発行決議の日）
取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数
第１回新株予約権
（2013年６月21日） 100個（注１） 20,000株（注２） ３ 名

第２回新株予約権
（2014年６月20日） 135個（注１） 27,000株（注２） ４ 名

第３回新株予約権
（2015年６月19日） 154個（注１） 30,800株（注２） ５ 名

第４回新株予約権
（2016年６月17日） 154個（注１） 30,800株 ５ 名

第５回新株予約権
（2017年６月22日） 154個（注１） 30,800株 ５ 名

第６回新株予約権
（2018年６月21日） 154個（注１） 30,800株 ５ 名

第７回新株予約権
（2019年６月20日） 154個（注１） 30,800株 ５ 名
（注）1. 取締役に交付された時点における総数を記載しております。

2. 当社は2016年１月１日付で１株を２株に株式分割しております。これにより、新株予約権の目的である株式の数を調整し
ております。

③ 当事業年度に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
① 取締役の状況（2020年３月31日現在）

　

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 増 田 至 克

常務取締役 吉 村 彰 生産本部本部長
ミヨシ産業株式会社代表取締役社長

常務取締役 北 條 実 管理本部本部長兼財務部部長

取締役 栗 本 隆 一 営業本部本部長兼営業二部部長
東華油墨国際（香港）有限公司董事長

取締役 中 間 和 彦 技術本部本部長

取締役 磯 貝 厚 太 ダルトン・アドバイザリー株式会社Vice President

取締役（監査等委員） 木 田 卓 寿 池袋総合法律事務所代表弁護士

取締役（監査等委員） 大 髙 健 司

取締役（監査等委員） 野 口 郷 司

取締役（監査等委員） 英 公 一 損害保険契約者保護機構監事
英公認会計士事務所公認会計士

　

（注）1. 取締役磯貝厚太氏、木田卓寿氏、大髙健司氏、野口郷司氏及び英公一氏は、社外取締役であります。
2. 取締役野口郷司氏は、金融機関において、金融業務経験をもたれており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも
のであります。

3. 当社は、取締役木田卓寿氏、大髙健司氏、野口郷司氏及び英公一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

4. 当社は、取締役磯貝厚太氏、木田卓寿氏、大髙健司氏、野口郷司氏及び英公一氏と会社法第427条第１項及び当社定款第
28条第２項の規定により、損害賠償を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令が規定する額としております。

5. 常勤で監査を行う者の選定の有無及びその理由
　 当社は、監査等委員会設置会社へ移行後、常勤の監査等委員を選定しておりませんが、その理由は次のとおりです。
　 当社は、監査等委員会設置会社として、内部監査室を中心とする内部統制システムを所管する部門及びその他の部門の協力
を得て監査等を行う体制が整備されているためです。
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② 事業年度中に退任した取締役

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

久 村 泰 弘 2019年６月20日 任期満了 社外取締役（監査等委員）

③ 取締役の報酬等の総額

【取締役の報酬等の額の決定に関する方針と手続き】
取締役の報酬は、株主総会で決議された額の範囲内で、社外取締役を委員長とした報酬諮問委員会が公
正かつ透明性をもって審議を行い、取締役会において決定しております。
　取締役の報酬は、株主の長期的利益に連動するとともに、当社の企業価値の最大化に向けた意欲をより
高めることのできる、適切、公正かつバランスのとれたものとしております。
なお、社外取締役については、基本報酬のみとしております。

（イ）当事業年度に係る報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額
取締役（監査等委員でない）
（うち社外取締役）

６名
（１名）

155百万円
（２百万円）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

５名
（５名）

23百万円
（23百万円）

合計
（うち社外取締役）

11名
（６名）

179百万円
（26百万円）

　

（注）1. 取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 監査等委員でない取締役の報酬限度額は、2017年６月22日開催の第75回定時株主総会において、年額300百万円以内
（内、社外取締役年額30百万円以内）と決議いただいております。ただし、この限度額に使用人分給与は含まれません。

3. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年６月22日開催の第75回定時株主総会において、年額50百万円以内と
　 決議いただいております。
4. 上記報酬等の総額には、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額が、以下のとお
り含まれております。
・ 取締役（監査等委員でない） ５名 21百万円 （うち社外取締役 －名 －百万円）

　
　（ロ）当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。
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④ 社外役員に関する事項
（イ）他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役磯貝厚太氏は、当社株主であるダルトン・インベストメンツLLCの子会社であるダルトン・ア
ドバイザリー株式会社に勤務しております。なお、当社とダルトン・アドバイザリー株式会社との間に
はその他の特別の関係はありません。

（ロ）他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　該当事項はありません。

（ハ）当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査等委員会への出席状況

取締役会 監査等委員会

開催回数 出席回数 出 席 率 開催回数 出席回数 出 席 率

取締役 磯貝厚太 11回 11回 100％ － － －

取締役（監査等委員）木田卓寿 15回 15回 100％ 17回 17回 100％

取締役（監査等委員）大髙健司 15回 15回 100％ 17回 17回 100％

取締役（監査等委員）野口郷司 15回 15回 100％ 17回 17回 100％

取締役（監査等委員）英公一 10回 10回 100％ 11回 11回 100％
　

（注）1. 取締役磯貝厚太氏は、2019年６月20日に開催された株主総会にて選任され、就任した為、他の取締役と取締役会開催回数
が異なります。

2. 取締役英公一氏は、2019年６月20日に開催された株主総会にて選任され、2020年７月１日に就任した為、他の取締役と
取締役会、監査等委員会開催回数がそれぞれ異なります。

　 ・取締役会及び監査等委員会における発言状況
取締役磯貝厚太氏は、株主としての観点から、取締役会において適宜企業価値向上に資する発言を行
っております。
取締役木田卓寿氏は、取締役会において主に弁護士としての専門的見地から適宜必要な発言を行って
おります。
取締役大髙健司氏は、取締役会において企業経営に関する豊富な経験・知見により当社経営全般にわ
たり意見を述べるなど、種々の発言を行っております。
取締役野口郷司氏は、取締役会において金融分野及び企業経営者としての豊富な経験と知識により当
社経営全般にわたり意見を述べるなど適宜必要な発言を行っております。
取締役英公一氏は、公認会計士として企業会計等に関する専門的知識と豊富な経験により適宜必要な
発言を行っております。

また、取締役木田卓寿氏、大髙健司氏、野口郷司氏及び英公一氏は監査等委員会においても、発言を
都度行い、適正な意見の表明をしております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 EY新日本有限責任監査法人

　
② 報酬等の額

　

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 42百万円
　

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

2. 当社の一部の連結子会社は、当社の会計監査人以外の者（外国における公認会計士又は監査法人に相当する資格を有する
者）の監査（会社法又は金融商品取引法に相当する外国の法令の規定によるものに限る。）を受けております。

③ 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
　監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員配置等の内
容、前年度の実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬等の前提となる見積りの算
出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について妥当であると判断し、同意いたしました。

　
④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合には、監査等委員会
は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行
が困難であると認められる場合には、監査等委員会は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会に提案い
たします。

⑤ 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
　該当事項はありません。
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（5）業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を
確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　 １．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ社会的責任および企業倫

理を果たすため、コンプライアンスポリシー（企業行動憲章）を定め、それを全ての取締役および使
用人に周知徹底します。

② 当社は、コンプライアンス担当取締役を責任者とするコンプライアンス委員会を設置し、当委員会が
コンプライアンス基本規程を取締役および使用人に周知徹底させ、法令等を遵守することを確保する
体制を整備します。また、定期的にコンプライアンスプログラムを策定し、それを実施します。

③ 当社および当社グループ会社の取締役および使用人に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュ
アルの作成配布等を行うことにより、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する
意識を醸成します。

　
　 ２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 当社は、文書管理規程の社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理を行う
とともに、必要に応じて、規程の見直し等を行います。

② 取締役または内部監査室が情報を求めたときは、担当部署は、速やかにその情報を提供します。

　 ３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制
① 各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行います。各事業部門の長は、定期的にリス

ク管理の状況を取締役会に報告します。
② 当社は、リスク管理担当取締役を責任者とするリスク管理委員会を設置し、当委員会がリスク管理規

程を定め、リスク管理体制の構築および運用を行います。

　 ４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定例の取締役会を毎月１回開

催する他、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行の
状況等を監督します。

② 取締役会の決定に基づく業務の執行は、業務分掌規程、職務権限規程に基づき、各々の責任者および
その責任、執行手続きの詳細を定めます。

③ 業務の運営については、毎期年頭に部門毎に業績目標を含む数値目標の設定を行い、四半期毎に目標
達成度をレビューし結果をフィードバックすることにより、業務の効率性を確保します。
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　 ５．当社および当社グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① グループコンプライアンスポリシーを定め、グループ全体のコンプライアンス体制の構築に努めます。
② 社内規程「関係会社管理規程」に基づき、当社グループ会社を管理・指導する組織を設置し、毎月、

各当社グループ会社から実績報告書を受領するとともに、当社グループ会社間の相互理解と協調を図
る観点からグループ会議を実施します。

③ 当社グループ会社の事業特性に応じ、品質・安全・環境・コンプライアンス・情報・損益・大規模災
害等の主なリスクに対応するための社内規程を当社グループ会社が整備することを推進し、当社グル
ープ会社におけるリスクマネジメント体制を構築します。

④ 当社の内部監査部門は、「関係会社管理規程」等に基づき、当社および当社グループ会社の監査を行
い、報告します。また、内部統制部門による財務報告に係る内部統制の整備・運用の状況の評価など
により、業務の適正を検証します。

　
　 ６．監査等委員会がその職務を補助すべき取締役および使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
　 に関する事項

① 監査等委員会がその職務を補助すべき取締役および使用人（監査等委員会スタッフ）を置くことを求
めた場合、必要なスタッフを配置します。

② 監査等委員会は、監査等委員会スタッフに対し、監査業務に必要な事項を命令することができます。
③ 内部監査室は監査等委員会との協議により監査等委員会の要望事項の内部監査を実施し、その結果を

監査等委員会に報告します。

　 ７．前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項
① 監査等委員会スタッフの任命、評価、異動、懲戒に関しては、監査等委員会の事前の同意を得るもの

とします。また、監査等委員会スタッフは監査等委員会の指揮命令のみに服し、取締役（監査等委員
である取締役を除く）等からは指揮命令を受けず、報告義務もないものとします。

② 監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた内部監査室職員は、その命令に関して、取締役（監
査等委員である取締役を除く）、内部監査室長等の指揮命令を受けません。

　 ８．当社および当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人等が監査等委員会に
　 報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

① 当社および当社グループ会社の取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人等は、会社に
重大な損失を与える事項が発生しまたは発生する恐れがあるとき、取締役（監査等委員である取締役
を除く）および使用人等による違法または不正な行為を発見したとき、その他監査等委員会が報告す
べきものと定めた事項が生じたときは、監査等委員会に報告します。

② 当社および当社グループ会社の取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人等は、前項に
関する重大な事実を発見した場合は、監査等委員会に直接報告することができます。
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③ 当社の監査等委員会がその職務の執行に必要なものとして報告を求めた事項については、当社および
当社グループ会社の取締役（監査等委員である取締役を除く）または当該部署が速やかに監査等委員
会に報告します。また、監査等委員会は、監査に必要な各種重要会議に出席し、また稟議書等の重要
な情報の閲覧を行うこととします。

④ 当社の監査等委員会への報告を行った当社および当社グループ会社の取締役（監査等委員である取締
役を除く）および使用人等に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止
し、その旨を当社および当社グループ会社において徹底します。

　 ９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人の監査等委員会に対する理解を深め、監査等

委員会監査の環境を整備するよう努めます。
② 当社は、監査等委員会と代表取締役社長、業務執行取締役、重要な使用人、会計監査人との不定期な

意見交換会を開催すること、また、内部監査室との緊密な連携を行うことにより、監査等委員会監査
の実効性が高まるように努めます。

③ 当社は、監査等委員が監査等委員会の職務執行によって生ずる費用を請求した場合は、速やかに支払
います。
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（6）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　
① コンプライアンスに関する取組み

　当社は、「コンプライアンス基本規程」に基づき、コンプライアンス担当役員を責任者とするコンプ
ライアンス委員会を当該事業年度において３回開催し、コンプライアンス体制の構築及び見直しを行っ
ているほか、「内部通報規程」により社内外に相談・通報窓口を設置した内部通報制度を設けており、
コンプライアンスの実効性向上に努めております。
　また、役職員に対するコンプライアンスに関する意識向上のため、当該事業年度に社内研修を実施す
るなど、社内教育を定期的に実施しております。

② 損失の危険の管理に関する取組み
　当社は、「リスク管理基本規程」に基づき、リスク管理担当役員を責任者とするリスク管理委員会を
設置しております。リスク管理委員会は、当該事業年度において13回開催し、当社グループ全体の観点
から経営に重大な影響を及ぼすリスクを抽出し、対応の検討等の協議を行っております。

③ 業務執行の適正及び効率性の確保に関する取組み
　当社の取締役会は、社外取締役１名及び監査等委員である社外取締役４名を含む取締役10名で構成さ
れております。取締役会は、毎月開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、業務執行の意思
決定及び監督を有効に行っております。
　また、毎期年頭に部門毎に業績目標を含む数値目標の設定に対し、四半期毎に目標達成度を評価し、
結果のフィードバックを行い、業務の効率性を確保しています。

④ 当社グループにおける業務の適正の確保に関する取組み
　「関係会社管理規程」に基づき、定められた重要事項について協議・報告を行う体制をとっており、
当社グループ会社から必要な協議・報告を受けております。

⑤ 監査等委員会監査の実効性の確保に関する取組み
　監査等委員は、取締役会に出席し、取締役等から経営・業績に影響を及ぼす重要な事項について報告
を受けております。また、取締役会のほか重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、内部統制部門
からの聴取により情報収集に努め、取締役の職務執行を監査しております。
　また、内部監査室、会計監査人と緊密な連絡をとり、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を
図っております。
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（7）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況
① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　当社は「ＴＯＫＡグループ 企業行動憲章」に基づき、反社会的勢力及び団体とは決して関わりをも
たず、また、これらから圧力を受けた場合は毅然とした対応をとることを基本方針としております。

　
② 反社会的勢力排除に向けた整備状況
　当社では、反社会的勢力等への対応に関する統括部署を総務部として、関係行政機関等との連携を図
り、反社会的勢力に関する情報収集等に努め、また反社会的勢力排除に向けた社内啓発活動を行ってお
ります。
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貸借対照表 （2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額
［資 産 の 部］ ［負 債 の 部］
流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
特許権
商標権
ソフトウェア
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
前払年金費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

21,396
2,163
1,996
9,742
1,838
3,263
340
1,641
143
48
227
△7

32,321
19,990
8,608
398
2,717
10
366
6,074
694
1,119
250
8
0
33
202
6

12,079
2,335
3,845
33

2,180
4,164

4
28
652
247
230

△1,642

流動負債 16,165
支払手形 3
買掛金 6,066
電子記録債務 4,056
短期借入金 3,100
１年内返済予定の長期借入金 1,071
リース債務 284
未払金 577
未払費用 119
未払法人税等 182
前受金 6
預り金 35
前受収益 4
賞与引当金 636
その他 20

固定負債 5,381
長期借入金 4,037
リース債務 689
退職給付引当金 455
株主優待引当金 8
資産除去債務 109
その他 81

負債合計 21,547
［純 資 産 の 部］
株主資本 31,657
資本金 2,080
資本剰余金 2,079
資本準備金 2,073
その他資本剰余金 6

利益剰余金 28,881
利益準備金 137
その他利益剰余金 28,743
研究開発積立金 11,287
固定資産圧縮積立金 765
別途積立金 16,232
繰越利益剰余金 458

自己株式 △1,383
評価・換算差額等 356
その他有価証券評価差額金 356
新株予約権 156
純資産合計 32,170

資産合計 53,718 負債純資産合計 53,718
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損益計算書 （2019年４月１日から2020年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

科 目 金 額
売上高 38,949
売上原価 32,550

売上総利益 6,399
販売費及び一般管理費 5,842

営業利益 556
営業外収益
受取利息及び受取配当金 745
受取賃貸料 20
技術援助料 31
その他 31 828

営業外費用
支払利息 14
貸倒引当金繰入額 1,626
支払手数料 15
減価償却費 7
為替差損 104
その他 3 1,771
経常損失 386

特別利益
固定資産売却益 8
関係会社株式売却益 239
国庫補助金 30
その他 0 279

特別損失
固定資産除却損 2
減損損失 11
関係会社株式評価損 510
その他 6 531
税引前当期純損失 638
法人税、住民税及び事業税 307
法人税等調整額 △20 286
当期純損失 925
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株主資本等変動計算書 （2019年４月１日から2020年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

研 究
開 発
積立金

固定資産
圧 縮
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 2,080 2,073 6 2,079 137 11,287 784 16,232 2,163 30,605
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 △19 19 －
剰余金の配当 △799 △799
当期純損失（△） △925 △925
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － － － △19 － △1,705 △1,724
当期末残高 2,080 2,073 6 2,079 137 11,287 765 16,232 458 28,881

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,383 33,382 606 606 134 34,123
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
剰余金の配当 △799 △799
当期純損失（△） △925 △925
自己株式の取得 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △249 △249 21 △228

当期変動額合計 － △1,724 △249 △249 21 △1,952
当期末残高 △1,383 31,657 356 356 156 32,170
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）によっております。
・子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。
・その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と
して移動平均法により算定しております。なお、組込デリバティブを区分して測定することができ
ない複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を当事業年度の損益に計上しております。）に
よっております。
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・半製品・原材料・仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）によ
っております。
貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算
定）によっております。

（4）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
・その他の無形固定資産
定額法によっております。
リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（5）引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。
また、過去勤務費用については、平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額を発生年度より費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異
なります。
株主優待引当金
株主優待制度の利用に備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上して
おります。

（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振
当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 …… 為替予約、通貨オプション及び金利スワップ
ヘッジ対象 …… 原材料等輸入による外貨建買入債務、外貨建予定取引及び借入金

③ ヘッジ方針
当社の社内規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシ
ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処
理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

（7）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しております。
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（8）追加情報
　新型コロナウイルス感染症（以下、本感染症）の影響に関して、当社では種々の対策を講じた上で事業活
動を継続しており、現時点においては、平常時と同程度の稼働を維持しております。
　今後も本感染症は2021年３月期の一定期間にわたり社会・経済に広範な影響を及ぼすことが予想される
ものの、さまざまな外部情報を総合的に勘案したところ、当社への影響は軽微であることが見込まれるた
め、諸条件は平常時と同水準となるとの仮定のもと、固定資産の減損等の会計上の見積りを行っておりま
す。

2. 貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
（2）有形固定資産の減価償却累計額 28,399百万円
（3）関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 1,980百万円
短期金銭債務 50百万円

（4）担保に供している資産
持分法を適用していない関連会社であるトオカインキ（バングラデシュ）株式会社の運転資本及びL/C開

設の当座借入に対して、同社株式19百万円を担保に供しております。

3. 損益計算書に関する注記
（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
（2）関係会社との取引高

売上高 6,022百万円
仕入高 576百万円
営業費用 36百万円
営業取引以外の取引高 742百万円

（3）減損損失
① 減損損失を認識した資産グループの概要

場 所 用 途 種 類 減損損失(百万円)
埼玉県入間郡三芳町 売却予定資産 機械及び装置 11
② 資産のグルーピングの方法
　当社、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、管理会計上の区分である支店等を
基本単位としております。また、本社等の全社資産を共用資産としており、処分予定資産及び遊休資産に
ついては、原則として個々の資産単位をグループとしております。
③ 減損損失の認識に至った経緯
　一部の売却予定資産については、回収可能価額が帳簿価額を下回っているため、帳簿価額を回収可能価
額まで減額しております。
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④ 回収可能価額の算定方法
　回収可能価額の算出については、正味売却価額と使用価値のいずれか高い金額を採用しておりますが、
売却予定資産については、契約金額に基づいた売却見込額等の合理的な見積りにより回収可能価額を算定
しております。
⑤ 減損損失の金額
　減損処理額11百万円は減損損失として特別損失に計上しており、機械及び装置に対するものでありま
す。

（4）関係会社株式評価損
特別損失に計上した関係会社株式評価損510百万円は、連結子会社のRoyal Dutch Printing Ink

Factories Van Son B.V.の株式に対するものであります。

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 1,550千株 －千株 －千株 1,550千株
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5. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 192百万円
未払費用 26
未払事業税 13
減価償却費 108
子会社債権譲渡損 69
関係会社株式評価損 154
投資有価証券評価損 76
貸倒引当金 499
退職給付引当金 463
長期未払金 24
資産除去債務 32
その他 121
繰延税金資産小計 1,784
評価性引当額 850
繰延税金資産合計 933
繰延税金負債
土地圧縮積立金 65
固定資産圧縮積立金 267
その他有価証券評価差額金 156
前払年金費用 197
繰延税金負債合計 686
繰延税金資産の純額 247
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6. 関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称 議決権の所有
（被所有）の割合（％）

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額 科 目 期 末

残 高
子会社 Royal Dutch Printing Ink

Factories Van Son B.V.
所有
直接 100％ 資金の貸付 資金の貸

付（注） 217 長期貸付金 1,307

子会社 Van Son Holland Ink
Corporation of America

所有
間接 100％ 資金の貸付 資金の貸

付（注） - 長期貸付金 729

子会社 浙江迪克東華精細化工有限
公司

所有
直接 100％

出資 増資の引
受 760 関係会社株式 2,180

資金の貸付 資金の貸
付（注） 2,070 長 期 貸 付 金 2,067

　取引条件及び取引条件の決定方針等
(注）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,362円01銭
（2）１株当たり当期純損失金額 39円37銭
　
8. 重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
　当社は、2020年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、以
下の通り自己株式を取得いたしました。

(1) 自己株式の取得を行う理由
資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の一環として、自己株式
の取得を行うものです。

(2) 取得の内容
①取得株式の種類 当社普通株式
②取得株式の総数 1,000,000株
③株式の取得価額の総額 715百万円
④取得日 2020年５月14日
⑤取得の方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引
　 (ＴｏＳＴＮｅＴ－３)
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2020年5月25日

株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ
　取締役会 御中

Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 田 英 志 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 山 精 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡの2019年4月1日から2020年3月31日ま
での第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施にし
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第78期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年5月26日

株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ 監査等委員会

監査等委員 木 田 卓 寿 ㊞
監査等委員 大 髙 健 司 ㊞
監査等委員 野 口 郷 司 ㊞
監査等委員 英 公 一 ㊞

（注）１．監査等委員 木田卓寿、大髙健司、野口郷司及び英公一は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

　
　

以 上


